
配偶者の年⾦加⼊義務＆⼿続き 
簡単まとめ

※当資料に従うことで、法令違反がないことを保証する資料ではありません。
※あくまで参考としてご活⽤いただくことを想定している資料です。実際の制度内容は国の資料等をご確認ください。
※当資料は、2025年5⽉時点の内容となっております。最新の情報は国の資料等をご確認ください。
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会社員や公務員（国⺠年⾦第2号被保険者、以下「第2号」）に扶養されている配偶者は、⼀定の要件を満たせば国⺠年⾦第3号被
保険者（以下「第3号」）となり、⾃⾝で国⺠年⾦保険料を納付する必要はありません。

以下の全ての要件を満たす必要があります

第2号の被扶養配偶者であること（事実婚‧内縁関係も含む）‧

年齢が20歳以上60歳未満であること‧

障害者の場合は年間収⼊180万円未満

年間収⼊が130万円未満であること‧

かつ、同居の場合は、収⼊が第2号の収⼊の半分未満であること

かつ、別居の場合は、収⼊が第2号からの仕送り額未満であること

原則として⽇本国内に居住していること（海外特例あり）‧

配偶者⾃⾝が勤務先の厚⽣年⾦保険‧健康保険の加⼊要件を満たす場合は、第2号被保険者となり第3号には該当しません。

第3号被保険者の主な要件
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本⼈が60歳に到達した場合（60歳以降65歳まで国⺠年⾦に任意加⼊可能）‧

第2号と離婚した場合‧

退職

第2号が以下の理由で被保険者資格を喪失した場合‧

独⽴‧⾃営業開始

死亡

海外へ転居し、海外特例の要件を満たさなくなった場合‧

以下の場合、第3号の資格を喪失します。資格喪失後は、速やかに他の年⾦制度への加⼊⼿続きが必要です。

第3号被保険者資格の喪失事由

本⼈の年間収⼊が基準額以上に増加した場合‧

本⼈が就職し、⾃⾝が厚⽣年⾦保険等に加⼊した場合‧

65歳に到達し⽼齢を⽀給事由とする年⾦の受給権を有することになった
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第1号被保険者へ変更する場合

第3号被保険者でなくなる場合‧

1. 第2号の勤務先（または退職した勤務先）経由で「国⺠年⾦第3号被保険者関係届（⾮該当）」を提出。

2. 本⼈が居住地の市区町村役場の年⾦窓⼝で「国⺠年⾦被保険者種別変更届」を提出。

年⾦の種別変更⼿続きは、原則として事実発⽣⽇から14⽇以内に⾏う必要があります。

資格変更時の⼿続き

第2号の勤務先を通じて「国⺠年⾦第3号被保険者関係届」を⽇本年⾦機構に提出します。通常、健康保険の被扶養者認定⼿続きと同時に⾏われます。

第3号被保険者になる場合‧

第2号被保険者へ変更する場合

勤務先が⽇本年⾦機構に「被保険者資格取得届」を提出し、⽇本年⾦機構が種別変更処理を実施。


